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23）ベトナム工場を開設した結果、中国 3 工場、米国 1 工場と合わせて海外 5 工場体制となっている。 
24）給与水準は、日本人一人分が概ね現地人50～100名分と同等とのことである。 






ム工場の 2 拠点がある。 
27）2012年 3 月20日にデロイトベトナム事務所で行ったパートナー加藤耕平氏に対するインタビューの中では、
「過去記憶にある日本企業の撤退は IT 企業 1 社だけであり、知っている企業の多くが事業を拡大している。」と
いう回答があり、2012年 4 月19日に野村ハイフォン工業団地で行った同団地 President の桝野隆氏に対するイ
ンタビューの中でも、「現在の入居企業は55社（内日本企業が48社）であるが、過去同団地内の拠点を閉鎖した
日本企業の例は、別の場所にある工場を拡大し統合するために移転した 1 社だけである。」という回答があった。 
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〈論 文〉 
日本企業のベトナム進出における日系工業団地の意義 
西 山   茂 * 
 
Significance of Japanese Industrial Parks in Vietnam 




The number of Japanese manufacturing companies, which are expanding into Vietnam, is 
increasing. Japanese manufacturing companies usually build their factories in industrial parks 
because regulations don’t allow them to purchase real estate in Vietnam. Japanese industrial parks in 
Vietnam, where a lot of Japanese companies have factories, provides the tenants with various 
advantages such as a high level of infrastructure like electric power, supporting systems to process 
various documents for central and local governments, a convenient location and the opportunity to 
increase acquaintances and to exchange information. However the rents at Japanese industrial parks 
are relatively high. Some executives of Japanese companies say that they can get similar benefits 
through their own efforts - with the exception of the supporting system to file official government 
documents. Each company should choose the most suitable industrial park depending on their 
situation. 
 









 1 ．はじめに 
ベトナム社会主義共和国（Socialist Republic of Vietnam：以下ベトナム）に投資を行う日本企業が
増えている。ベトナム政府が発表しているデータによると、2010年12月31日時点で有効な日本からの
直接投資の認可プロジェクトは、件数ベースで1,425件（国別 3 位）、金額ベースで約210億 USD（国
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別 4 位）に達しており１）、2010年に限っても、日本からの直接投資の認可プロジェクトは144件（国別

























（HTZ：High Technology Zone）が整備され、これを加えた 3 種類の工業団地を総称して「工業区」と
する体系が確立された５）。しかし、このうち輸出加工区とハイテク区の数はかなり限られており、実質
的には 2 つ目の工業区（Industrial Zone）が工業団地の中心となっている。（長崎, 2004, pp.85-87）
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十分に進んでいない中で、インフラが整備された受け皿が提供されること、③投資申請などのサポート


























（１）野村ハイフォン工業団地（Nomura Haiphon Industrial Zone）11） 
野村ハイフォン工業団地は、1994年12月に運営会社が設立され、1997年から運営を開始した総開発




運営会社の株式は、野村證券グループ13）の Nomura Asia Investment (Vietnam) Pte. Ltd, 
Japan14）が70％、ハイフォン人民委員会（ハイフォン市政府）が30％をそれぞれ保有している。 
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にした、 1 つの建物を区切って貸し出すレンタル工場も設置し、最短賃借期間 2 年、 1 区画1500㎡で







（２）タンロン工業団地（Thang Long Industrial Zone）17） 




運営会社の株式は、住友商事20）の100%子会社である Sumitomo Global Management Ⅱ が58％、
現地企業であるドンアインメカニカルカンパニー（Dong Anh Mechanical Company）21）が42％を、そ
れぞれ保有している。実際の開発・販売22）は、団地事業が長期的な事業であることと造成しても販売
できないリスクもあることを考慮して 3 期に区分して行ったが、レンタル工場の一部を除いて2009年



















で貸し出している。2012年 4 月時点で18区画あり、複数入居している企業を含め 6 社が入居している。
各区画に電気、水、トイレ、給湯室が完備されており、賃料は 1 平米あたり月額＄ 7 、 1 区画あたり
月額30万円程度である。2012年 2 月時点で11区画のうち10区画が入居済みであり、2012年 5 月に 4 区







生の支援があること、という 4 点を挙げていた。 
 
（３）ロテコ工業団地23） 
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を転用した工業団地である。 
運営会社の株式は、双日（元々は日商岩井）25）が60%、ベトナム国防省傘下の国有企業である













（日本企業のみの情報交換会）が各社から 1 名出席して 2 か月に 1 回の頻度で開催（年末からテトに欠
けてはやや頻度を上げて開催）され、入居企業同士の情報交換やコミュニケーションの場となっている。 
レンタル工場も設置されており、2012年 4 月時点で13区画を最短賃借期間 5 年で貸し出している。















また、 3 つの工業団地には 5 つの共通項がある。 
 1 つ目は場所の利便性である。タンロンとロテコはいずれもハノイ市内あるいはホーチミン市内近






























 4 ．入居企業の日系工業団地に対する評価 
それでは、各工業団地の入居企業は、日系工業団地をどう評価しているのであろうか。ここでは日系
工業団地に入居している日本企業の中から、コクヨグループ（野村ハイフォン）、貝印グループ（タン
ロン）、オギノグループ（タンロン）の 3 社と、現地ローカル工業団地に入居している日本企業 X 社の
合計 4 社を選択し、 3 社に対しては日系工業団地へ入居することによるメリットとデメリットを、ま
た X 社に対しては日系工業団地に対する見方をインタビューで質問した結果をまとめていく。 
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③ 申請に関するワンストップサービス：事務省力化の面ではメリットが大きく、 2 人の日本人駐
在員で運営できている大きな理由の 1 つである。 
④ 情報提供の充実：ベトナム経済全般の状況、法律改正、団地内での各種お知らせ、賃金情報
（アンケート実施とその結果の共有など）、労務関係情報（問題のある従業員の情報、ストライ


























（４）日系企業 X 社（北部ローカル工業団地に入居）の見解33） 
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　　  日系工業団地 日系工業団地入居企業 他団地
野村 ﾀﾝﾛﾝ ﾛﾃｺ ｺｸﾖG 貝印G ｵｷﾞﾉG X社
先行研究での指摘されたメリット
　土地リースの簡易化 － － － ● ● ● ●
　インフラの整備 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×
　申請等の支援 〇 － 〇 ○ ○ 〇 △
追加で指摘されたメリット
　場所の利便性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
　情報提供の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×
　福利厚生の支援 － ○ － － － － －
　地盤が固く建設しやすい － － ○ － － － －
　ネットワークと情報交換の場の提供 － － － ○ ○ ○ ×
注）●：明確に指摘はしていないが、メリットがあると認識していると類推可能
     ○：メリットがあると指摘している
     △：ややメリットがあると指摘している
     ×：他の手段で埋め合わせられるメリットと指摘している
    '－：特に指摘がない
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注記： 
 1 ）国別では、件数ベースで韓国、台湾に次いで 3 位、金額ベースでは台湾、韓国、シンガポールについで 4 位と
なっている。 











リンチュン（鈴中）輸出加工区第 1 区の 2 つという見解が一般的である。このうちタントゥアンの成功要因に
ついて、白石（2010, p.62）は、巧みな営業戦略、外資企業の進出機運、ホーチミン市に立地する利便性の 3 
つを挙げている。なお、長崎（2004, p.106）は、その後多数の工業団地が整備されるようになり、リース料が
高く、地盤が軟弱という弱点を持つタントゥアン輸出加工区は競争力を失いつつある、と指摘している。 
 5 ）1994年12月28日の閣僚会議議定192号（Decree of the government promulgating the regulation on industrial 
park）（25条で構成）による。（http://park.org/Thailand/MoreAboutAsia/vn） 





















 9 ）2012年 3 月20日にインタビューを行った世界的な大手 4 大監査法人のハノイ駐在パートナー（日本の公認会計
士）は、2012年 3 月時点のベトナムの法人税率は25％であるが、工業団地に入居する企業に対して、以前は 4 




11）この箇所は、2012年 4 月19日午前 9 時～10時にかけて、ハイフォン市の野村工業団地オフィスで行われた同団
地 President の桝野隆氏、Deputy General Manager の 上野克典氏に対するインタビューとその際入手した資
料、また同団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
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14）Nomura Asia Investment (Vietnam) Pte. Ltd, Japan の株式は、野村ホールディングが70%、JAFCO が30%
を保有している。JAFCO が出資したのは、設立前にファンド事業を立ち上げるような話があったためである。 
15）1994年に設立が認可されたベトナム最初の工業団地は、南部ホーチミン市郊外のドンナイ省のアマタ（タイ




17）この箇所は、2012年 3 月21日 9 時から10時にかけてタンロン工業団地㈱のオフィスにおいて行なわれた、同社
















テコ工業団地のオフィスにおいて行われた、Long Duc Investment Co. Ltd（ロテコに次いでベトナムにおいて
双日が設立した、新しく開発中の工業団地運営会社）の General Director 上原敦氏に対するインタビューとそ
の際に入手した資料、またロテコ工業団地のホームページ等の資料を基にまとめている。 
24） 2 期＆ 3 期の開発計画はあったが、予定地がホーチミン市の近郊のタンソンニャット国際空港近くにある軍需
産業企業の移転先になってしまったため、開発は 1 期のみで終了した。そのため、双日が中心となって近くに
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32）この内容は、2012年 3 月21日に Ogino Vietnam Corporation.のオフィスにおいて行った、同社の General 
Director である平木伸二氏に対するインタビューの回答と当日いただいた資料及び同社親会社のホームページ
などの情報をもとにまとめている。 
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〈論 文〉 
ビジネスモデル間競争の戦略定石 
山 田 英 夫 * 
 




It is necessary for market challengers to have strategies which market leader cannot imitate 
according to past researches. 
This article focuses on the effectiveness of such principles under the competition among different 
business models. 
As a conclusion, although the principles are effective under the competition among different 
business models, alliance strategies which are utilized as a part of existing value chain of market 
leader are also important. 
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